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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ３．第62期第２四半期連結累計（会計）期間、第63期第２四半期連結累計（会計）期間及び第62期の１株当たり

      情報の算定上の基礎となる期末の普通株式の数及び期中平均株式数からは、パラマウントベッド社員持株会

専用信託が所有する当社株式を控除しております。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第62期

第２四半期 
連結累計期間 

第63期
第２四半期 
連結累計期間 

第62期
第２四半期 

連結会計期間 

第63期 
第２四半期 
連結会計期間 

第62期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

自平成21年 
９月30日 

自平成22年
４月１日 

自平成22年 
９月30日 

自平成21年
７月１日 

自平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

自平成22年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

自平成22年 
３月31日 

売上高（百万円）  21,609  24,355  10,922  11,719  45,598

経常利益（百万円）  2,161  2,434  1,067  981  4,615

四半期（当期）純利益（百万円）  1,231  1,143  570  554  2,195

純資産額（百万円） － －  62,659  63,936  63,272

総資産額（百万円） － －  81,352  84,823  85,586

１株当たり純資産額（円） － －  2,053.96  2,092.07  2,073.30

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 40.49  37.55  18.76  18.21  72.18

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 40.45  37.43  18.72  18.15  72.04

自己資本比率（％） － －  76.79  75.15  73.74

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 4,554  1,967 － －  6,097

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △2,558  △882 － －  △7,510

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △614  △709 － －  △925

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  18,543  15,438  14,847

従業員数（人） － －  1,637  1,786  1,697
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人）          1,786

  平成22年９月30日現在

従業員数（人）          827
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(1）生産実績 

  当第２四半期連結会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は販売価格によって表示しております。 

(2）商品仕入実績 

  当第２四半期連結会計期間の商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

(3）受注状況 

 見込み生産を行っておりますので、該当事項はありません。  

(4）販売実績 

  当第２四半期連結会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

  （単位：百万円）

品目別 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％）

ベッド  6,657  9.1

マットレス  1,014  62.2

病室用家具  945  △21.5

医療用器具備品  625  △30.9

その他  215  △4.2

合計  9,458  4.4

  （単位：百万円）

品目別 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％）

病室用家具他  1,541  17.4

合計  1,541  17.4

  （単位：百万円）

品目別 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

前年同四半期比（％）

ベッド  5,441  △1.0

マットレス  947  26.9

病室用家具  823  2.4

医療用器具備品  690  0.1

その他  3,816  19.7

合計  11,719  7.3
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 当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

（1）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、回復基調で推移してまいりましたが、失業率が依然として高

水準にあることに加え、円高の進展など、このところ環境の厳しさが増し、足踏み状態となっております。 

 当医療業界におきましては、医療の質の向上を目指して平成22年４月からの診療報酬が10年ぶりにプラス改定と

なりました。救急や産科、小児、外科医療などに財源を手厚くするほか、病院勤務医の負担軽減を目的として入院

医療などについても報酬が引き上げられております。 

 高齢者福祉分野におきましては、都市型ケアハウスや高齢者向け賃貸住宅等の面積基準の引き下げや、特別養護

老人ホームの相部屋の容認など、不足している高齢者向け介護施設の新規開設を促すための施策が打ち出されてお

ります。 

 このような国内の事業環境の中で施設向け販売は、医療施設・高齢者施設ともに好調で、大幅に売上を伸ばして

おります。在宅介護市場向け販売におきましても、新製品効果のあった前年度には及ばないものの、引き続き順調

に推移しております。 

 製品の開発・販売面におきましては、高機能床ずれ防止エアマットレス「ここちあ」、高齢者施設向けベッド

「カリストエールシリーズ」、透析室向けベッド「R'fone（アルフォーネ）シリーズ」などを発売いたしました。 

連結子会社につきましては、各社おおむね予定通りに推移いたしました。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間は、売上高117億19百万円（前年同四半期比7.3％増）、営業利益12億54

百万円（同7.4％増）、経常利益９億81百万円（同8.1％減）、四半期純利益５億54百万円（同2.8％減）となりまし

た。 

  

（2）財政状態の分析 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、848億23百万円となり、前連結会計年度末より７億62百万円減少いたし

ました。減少の主な要因は、賃貸資産、投資有価証券は増加したものの、受取手形及び売掛金が減少したことによ

るものです。 

 負債については、208億87百万円となり、前連結会計年度末より14億25百万円減少いたしました。減少の主な要因

は、買掛金及び未払法人税等が減少したことによるものです。 

 純資産については、639億36百万円となり、前連結会計年度末より６億63百万円増加いたしました。増加の主な要

因は、四半期純利益11億43百万円の増加によるものです。また、当第２四半期連結会計期間末の自己資本比率は、

前連結会計年度末に比べ1.4ポイント増加し75.1％となりました。  

  

（3）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会計期

間末に比べ27億14百万円増加し154億38百万円となりました。 

 当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、増加した資金は33億37百万円（前年同四半期は35億78百万円の増加）となりました。これは主

に、税金等調整前四半期純利益10億88百万円、減価償却費８億93百万円、売上債権の減少額22億84百万円等の増加

と、たな卸資産の増加額５億41百万円、リース債務の支払額３億27百万円等の減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、減少した資金は６億32百万円（前年同四半期は13億22百万円の減少）となりました。これは主

に、有価証券及び投資有価証券の取得によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、減少した資金は１億51百万円（前年同四半期は１億３百万円の減少）となりました。これは主

に、長期借入金の返済によるものであります。 

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（5）研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は256百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

 主な新製品といたしまして下記５製品を発売いたしました。 

 高齢者施設・介護施設分野における当社の主力製品であります「カリストシリーズ」をフルモデルチェンジし、

更なる安全性確保と使いやすさを向上させ労務環境改善に貢献する「カリストエールシリーズ」ベッドを９月に発

売いたしました。 

 病院・診療分野では、操作パネルのデザインと操作性を改善したデジタルスケール付ICUベッド「KA-85130シリー

ズ」と、透析室向けベッドをフルモデルチェンジした「R'fone（アルフォーネ）シリーズ」、新たな製品ラインナ

ップとして「GCU向け新生児ベッド」をそれぞれ９月に発売いたしました。 

 さらに、グローバル生産体制の最適活用により国内生産から海外子会社生産へと移管するために開発した医療施

設向けベッド「KA-5000シリーズ」の一部を８月より国内発売いたしました。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  126,000,000

計  126,000,000

種類 
第２四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成22年11月12日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式  31,682,526  31,682,526
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であ

ります。  

計  31,682,526  31,682,526 － －  
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 平成21年６月26日定時株主総会決議  

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

新株予約権の数（個） 3,438 

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 343,800 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,396  

新株予約権の行使期間 
自 平成23年７月17日 

至 平成26年７月16日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   1,396 

資本組入額    698    

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、権利行使時において、当社または

当社の関係会社の取締役、監査役もしくは従業員の

地位にあることを要する。ただし、取締役が任期満

了により退任した場合、または従業員が定年により

退職した場合にはこの限りではない。また、当社取

締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限り

ではない。 

②新株予約権の相続はこれを認めない。 

③その他権利行使の条件は、平成21年６月26日開催の

当社第61回定時株主総会決議及び取締役会決議に基

づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当契約書」に定めるところによる。  

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の決議による承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

組織再編に際して定める契約書または計画書等に以下

に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた

場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定め

る株式会社の新株予約権を交付するものとする。 

①合併(当社が消滅する場合に限る。) 

 合併後存続する株式会社または合併により設立する

株式会社 

②吸収分割 

 吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する

権利義務の全部または一部を承継する株式会社 

③新設分割 

 新設分割により設立する株式会社 

④株式交換 

 株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得

する株式会社 

⑤株式移転 

 株式移転により設立する株式会社  
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 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  （注） 当社は自己株式1,130千株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 

  

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成22年７月１日～ 

平成22年９月30日  
 －  31,682,526  －  6,591  －  7,276

（６）【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

木村興産株式会社 東京都江東区亀戸１－16－８  6,607  20.86

木村憲司 東京都品川区  2,758  8.71

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海１－８－11  2,156  6.81

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社(信託口) 
東京都港区浜松町２－11－３  1,581  4.99

木村恭介 東京都港区  1,536  4.85

木村通秀 東京都新宿区  1,418  4.48

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５  1,203  3.80

野村信託銀行株式会社(投信口） 東京都千代田区大手町２－２－２  862  2.72

有限会社レッジウッド 東京都港区南麻布４－９－２２  600  1.89

財団法人木村看護教育振興財団 東京都文京区本郷５－25－14  424  1.34

計 －  19,151  60.45
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①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が10個含まれております。

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、連結財務諸表及び財務諸表において自己株式として表示している当社株式が83,100株あります。

     これは、従業員株式所有制度の導入により、平成21年10月５日付で「パラマウントベッド社員持株会専用信

託」（以下「従持信託」といいます。）へ譲渡した自己株式137,000株のうち、平成22年９月30日現在、従持

信託が所有している当社株式であります。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式         1,130,700 － － 

完全議決権株式（その他）   （注） 普通株式    30,456,600  304,566 － 

単元未満株式 普通株式      95,226 － 
１単元（100株）

未満の株式 

発行済株式総数         31,682,526 － － 

総株主の議決権 －  304,566 － 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

パラマウントベッド 

株式会社 

東京都江東区東砂 

２－14－５ 
 1,130,700  －  1,130,700  3.57

計 －  1,130,700  －  1,130,700  3.57

２【株価の推移】

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円）  1,851  1,757  2,092  2,198  2,113  2,339

最低（円）  1,706  1,552  1,606  1,991  1,870  1,951

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査法人

トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,938 13,874

受取手形及び売掛金 10,660 12,857

リース債権及びリース投資資産 1,894 1,759

有価証券 9,041 8,557

商品及び製品 3,463 3,077

仕掛品 226 224

原材料及び貯蔵品 1,157 1,227

その他 1,264 1,226

貸倒引当金 △53 △61

流動資産合計 40,594 42,743

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 24,692 24,600

減価償却累計額 △15,548 △15,257

建物及び構築物（純額） 9,144 9,343

機械装置及び運搬具 7,108 7,242

減価償却累計額 △5,221 △5,342

機械装置及び運搬具（純額） 1,887 1,899

土地 8,158 8,170

リース資産 588 608

減価償却累計額 △338 △279

リース資産（純額） 249 328

賃貸資産 8,974 7,331

減価償却累計額 △2,362 △1,756

賃貸資産（純額） 6,611 5,574

建設仮勘定 8 183

その他 7,220 6,883

減価償却累計額 △5,955 △5,842

その他（純額） 1,264 1,041

有形固定資産合計 27,324 26,542

無形固定資産   

のれん 414 499

その他 1,985 2,145

無形固定資産合計 2,400 2,644

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  9,292 ※2  8,669

その他 5,314 5,106

貸倒引当金 △101 △119

投資その他の資産合計 14,504 13,655

固定資産合計 44,229 42,843

資産合計 84,823 85,586
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,733 5,057

短期借入金 600 617

リース債務 2,017 1,758

未払法人税等 1,309 2,275

賞与引当金 915 873

その他 2,547 3,162

流動負債合計 12,124 13,745

固定負債   

長期借入金 183 248

リース債務 5,141 4,957

退職給付引当金 2,297 2,118

環境対策引当金 44 44

その他 1,096 1,200

固定負債合計 8,763 8,568

負債合計 20,887 22,313

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,591 6,591

資本剰余金 7,276 7,276

利益剰余金 53,380 52,846

自己株式 △3,325 △3,380

株主資本合計 63,923 63,333

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △202 △119

為替換算調整勘定 22 △100

評価・換算差額等合計 △180 △220

新株予約権 62 37

少数株主持分 130 121

純資産合計 63,936 63,272

負債純資産合計 84,823 85,586

2010/11/17 9:27:3210689122_第２四半期報告書_20101117092712

- 13 -



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 21,609 24,355

売上原価 12,883 14,006

売上総利益 8,726 10,348

販売費及び一般管理費 ※  6,595 ※  7,460

営業利益 2,131 2,888

営業外収益   

受取利息 41 44

受取配当金 33 34

為替差益 75 －

保険金収入 50 38

その他 49 38

営業外収益合計 250 156

営業外費用   

支払利息 104 102

為替差損 － 317

投資事業組合運用損 100 108

匿名組合投資損失 － 41

その他 14 40

営業外費用合計 220 610

経常利益 2,161 2,434

特別利益   

投資有価証券売却益 0 －

固定資産売却益 1 12

償却債権取立益 0 －

特別利益合計 2 12

特別損失   

投資有価証券償還損 － 35

投資有価証券評価損 － 47

固定資産除売却損 9 18

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 77

事業構造改善費用 14 －

特別損失合計 24 177

税金等調整前四半期純利益 2,139 2,269

法人税、住民税及び事業税 1,204 1,274

法人税等調整額 △335 △162

法人税等合計 869 1,112

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,156

少数株主利益 37 13

四半期純利益 1,231 1,143
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 10,922 11,719

売上原価 6,446 6,730

売上総利益 4,475 4,988

販売費及び一般管理費 ※  3,307 ※  3,734

営業利益 1,168 1,254

営業外収益   

受取利息 19 26

受取配当金 3 5

保険金収入 30 38

匿名組合投資利益 － 45

その他 20 15

営業外収益合計 73 131

営業外費用   

支払利息 53 51

為替差損 8 243

投資事業組合運用損 89 82

匿名組合投資損失 13 －

その他 9 27

営業外費用合計 174 404

経常利益 1,067 981

特別利益   

投資有価証券評価損戻入益 － 106

固定資産売却益 1 12

償却債権取立益 0 －

特別利益合計 1 118

特別損失   

固定資産除売却損 0 10

事業構造改善費用 14 －

特別損失合計 15 10

税金等調整前四半期純利益 1,053 1,088

法人税、住民税及び事業税 807 910

法人税等調整額 △325 △378

法人税等合計 481 532

少数株主損益調整前四半期純利益 － 555

少数株主利益 1 1

四半期純利益 570 554
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,139 2,269

減価償却費 1,495 1,720

のれん償却額 79 84

賞与引当金の増減額（△は減少） 66 40

退職給付引当金の増減額（△は減少） 199 183

貸倒引当金の増減額（△は減少） 30 △21

受取利息及び受取配当金 △75 △79

支払利息 104 102

為替差損益（△は益） 12 28

投資事業組合運用損益（△は益） 100 108

匿名組合投資損益（△は益） △9 41

投資有価証券売却損益（△は益） △0 35

投資有価証券評価損益（△は益） － 47

固定資産除売却損益（△は益） 8 5

売上債権の増減額（△は増加） 1,970 2,016

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は増
加） 5 △121

賃貸資産の増加額 － △654

たな卸資産の増減額（△は増加） 963 △467

仕入債務の増減額（△は減少） △1,217 △86

リース債務の支払額 △484 △634

その他 △158 △360

小計 5,230 4,256

利息及び配当金の受取額 76 80

利息の支払額 △104 △102

法人税等の支払額 △648 △2,266

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,554 1,967

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 － 26

有価証券の取得による支出 △1,299 △1,199

有価証券の売却による収入 300 2,701

有形固定資産の取得による支出 △540 △1,037

無形固定資産の取得による支出 △169 △60

投資有価証券の取得による支出 △1,263 △1,754

投資有価証券の売却による収入 615 435

その他 △201 7

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,558 △882
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △78 △20

長期借入金の返済による支出 － △57

自己株式の取得による支出 △0 △1

配当金の支払額 △457 △610

その他 △76 △19

財務活動によるキャッシュ・フロー △614 △709

現金及び現金同等物に係る換算差額 △66 215

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,316 591

現金及び現金同等物の期首残高 17,227 14,847

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  18,543 ※  15,438
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

1．連結の範囲に関する事

項の変更 

(1) 連結の範囲の変更  

  当第２四半期連結会計期間より、新たに設立したPT.PBI TRADING ＆ SERVICESを 

連結の範囲に含めております。 

(2) 変更後の連結子会社の数 

  ８社  

2．会計処理基準に関する

事項の変更 

(1）資産除去債務に関する会計基準の適用  

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益がそれぞれ２百万円減少し、税金等調整前四半期

純利益が80百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除

去債務の変動額は44百万円であります。 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「賃貸資産の増加額」は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。な

お、前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「賃貸資産の増加

額」は、△64百万円であります。 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。  

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

（信託型従業員持株インセンティブ・プランの会計処理について） 

 平成21年９月17日開催の取締役会において、当社従業員に対する中長期的な企業価値向上へのインセンティブの付与

を目的として「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」（以下「本プラン」）を導入いたしました。  

 本プランでは、「パラマウントベッド社員持株会専用信託」（以下「従持信託」）が、平成21年10月以降、５年間に

わたり「パラマウントベッド社員持株会」（以下「持株会」）が取得する規模の当社株式を予め当社より取得し、取得

後、信託終了時点までに持株会への当社株式の売却を通じて従持信託内に株式売却益相当額が累積した場合に、当該株

式売却益相当額を残余財産として、受益者適格要件を満たす従業員に分配します。また当社は、従持信託が当社株式を

取得するための借入れに対し保証をしているため、信託終了時点において従持信託内に当社株価の下落によって当該株

式売却損相当の借入金残債がある場合は、保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済することになります。 

 従持信託が所有する当社株式については、当社から従持信託へ当該株式を譲渡した時点で売却処理を行っておりま

す。ただし、当社は従持信託の債務を保証しており、従持信託は当社従業員に対する企業価値向上へのインセンティブ

付与を目的として当社が設定したものであることから、従持信託が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに費用及

び収益については当社の四半期連結財務諸表に含めて表示しており、自己株式数については従持信託が所有する当社株

式を自己株式数に含めて記載しております。  

 なお、平成22年９月30日現在において従持信託が所有する自己株式数は83,100株となっております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

 １．偶発債務  １．偶発債務 

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の保

証を行っております。 

保証先  金額(百万円) 内容  

 従業員      166 住宅資金借入債務  

(1）金融機関よりの借入金に対して、次のとおり債務の保

証を行っております。 

保証先  金額(百万円) 内容  

 従業員      173 住宅資金借入債務  

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対して、下

請代金支払遅延等防止法により、次のとおり遡及義務を負

っております。   

※２．関連会社に対するものは次のとおりであります。 

みずほファクター㈱ 百万円878

投資有価証券(株式) 百万円12

(2）ファクタリング取引に係る債務譲渡残高に対して、下

請代金支払遅延等防止法により、次のとおり遡及義務を負

っております。   

※２．関連会社に対するものは次のとおりであります。 

みずほファクター㈱ 百万円607

投資有価証券(株式) 百万円12
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

給料手当 百万円1,609

賞与引当金繰入額 百万円398

貸倒引当金繰入額 百万円36

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

給料手当 百万円1,705

賞与引当金繰入額 百万円511

貸倒引当金繰入額 百万円11

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

給料手当 百万円788

賞与引当金繰入額 百万円147

貸倒引当金繰入額 百万円29

 ※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

  

給料手当 百万円823

賞与引当金繰入額 百万円222

貸倒引当金繰入額 百万円12

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 百万円17,543

有価証券勘定 百万円4,592

計 百万円22,135

償還期間が３ヶ月を超える

証券投資信託及び債券 
百万円△3,592

現金及び現金同等物 百万円18,543

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 百万円12,938

有価証券勘定 百万円9,041

計 百万円21,980

償還期間が３ヶ月を超える

証券投資信託及び債券 
百万円△6,542

現金及び現金同等物 百万円15,438
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式          31,682,526株 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式          1,130,772株 

 普通株式(従持信託所有分)    83,100株 

      合計         1,213,872株 

(注) 従持信託が所有する当社株式については、当社から従持信託へ当該株式を譲渡した時点で売却処理を

行っております。ただし、当社は従持信託の債務を保証しており、従持信託は当社従業員に対する企

業価値向上へのインセンティブ付与を目的として当社が設定したものであることから、従持信託が所

有する当社株式を含む資産及び負債並びに費用及び収益については当社の四半期連結財務諸表に含め

て表示しており、自己株式数については従持信託が所有する当社株式を自己株式数に含めて記載して

おります。 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 ストック・オプションとしての新株予約権 

  新株予約権の四半期連結会計期間末残高 62百万円（親会社 62百万円、連結子会社 －百万円） 

  （注）上記の新株予約権のうち、親会社におけるものは権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

４．配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

 (注) １．配当金20円のうち、５円は会社設立60周年記念配当によるものであります。 

   ２．従持信託が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として表示していることか

ら、平成22年６月29日定時株主総会決議の配当金の総額には、従持信託に対する配当金２百万円を含めずに

表示しております。     

  

 （2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間 

   末後となるもの 

   (注)  従持信託が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として表示していること

から、平成22年11月１日取締役会決議の配当金の総額には、従持信託に対する配当金１百万円を含めずに表

示しております。 

  

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  608  20 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月１日 

取締役会 
普通株式  457  15 平成22年９月30日 平成22年12月２日 利益剰余金 
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 前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 ベッド関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

   前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

   前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ２．本邦以外の区分に属する国又は地域は次のとおりであります。 

     （1）アジア   ： インドネシア共和国、中華人民共和国 

     （2）ヨーロッパ ： フランス共和国 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
ヨーロッパ
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

  売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  10,219  195  507  10,922  －  10,922

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 78  293  －  371 (371)  －

  計  10,298  489  507  11,294 (371)  10,922

  営業利益(又は営業損失)  1,394 (20) (103)  1,270  (101)  1,168

  
日本 

（百万円） 
アジア

（百万円） 
ヨーロッパ
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

  売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  20,114  375  1,119  21,609  －  21,609

(2）
セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 139  703  －  843  (843)  －

  計  20,253  1,079  1,119  22,452 (843)  21,609

  営業利益(又は営業損失)  2,372  152  (165)  2,359  (228)  2,131
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前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

      ２．各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 

      （1）アジア    ： インドネシア共和国、中華人民共和国 

      （2）中東     ： サウジアラビア王国、シリア・アラブ共和国 

      （3）ヨーロッパ  ： フランス共和国、ブルガリア共和国 

      （4）その他の地域 ： ブラジル連邦共和国、チュニジア共和国 

        ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当社グループは、ベッド関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

   売上原価        ３百万円 

  販売費及び一般管理費  ８百万円  

  

【海外売上高】

  アジア  中東 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  245  60  498  22  827

Ⅱ 連結売上高（百万円）          10,922

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 2.2  0.6  4.6  0.2  7.6

  アジア  中東 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  478  101  1,109  26  1,715

Ⅱ 連結売上高（百万円）          21,609

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 2.2  0.5  5.1  0.1  7.9

【セグメント情報】

（ストック・オプション等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。  

 従持信託が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表等において自己株式として表示しているため、１株当た

り純資産額、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に用いられた当第２四

半期連結会計期間末の普通株式数及び当第２四半期連結累計期間の期中平均株式数からは、当該株式を控除しておりま

す。 

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,092.07円 １株当たり純資産額 2,073.30円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 40.49円

潜在株式調整後１株当たり四半期 

純利益金額 
40.45円

１株当たり四半期純利益金額 37.55円

潜在株式調整後１株当たり四半期 

純利益金額 
37.43円

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  1,231  1,143

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  1,231  1,143

期中平均株式数（株）  30,416,229  30,454,154

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額      

四半期純利益調整額（百万円）   －  －

普通株式増加数（株）   30,340  98,480

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要                    

      －        －
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 （注）  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。  

 従持信託が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表等において自己株式として表示しているため、１株当た

り純資産額、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に用いられた当第２四

半期連結会計期間末の普通株式数及び当第２四半期連結会計期間の期中平均株式数からは、当該株式を控除しておりま

す。 

     該当事項はありません。  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 18.76円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額  
18.72円

１株当たり四半期純利益金額 18.21円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額  
18.15円

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  570  554

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  570  554

期中平均株式数（株）  30,416,113  30,461,502

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額      

四半期純利益調整額（百万円）   －  －

普通株式増加数（株）   60,680  113,899

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 －  －

（重要な後発事象）
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 平成22年11月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額……………… 457百万円 

（ロ）１株当たりの額……………………………… 15円 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…… 平成22年12月２日 

（注）１．平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

    ２．従持信託が所有する当社株式については、四半期連結財務諸表において自己株式として表示していること

から、平成22年11月１日取締役会決議の配当金の総額には、従持信託に対する配当金１百万円を含めずに表

示しております。 

  

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月６日

パラマウントベッド株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 鈴木 欽哉  印  

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 川島 繁雄  印  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパラマウントベ

ッド株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、パラマウントベッド株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月５日

パラマウントベッド株式会社 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 鈴木 欽哉  印  

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 川島 繁雄  印  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパラマウントベ

ッド株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１

日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、パラマウントベッド株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在

の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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